様式第１号（第６条関係）

群馬県本社機能移転促進補助金事業計画書

          　                                     　        令和　　年　　月　　日　　　　　
　　群馬県知事  様

申請者所在　
申請者名称　
代表者職氏名　     　　             　 
（担当者職氏名）　
（電話番号）　（　　　）　　－

群馬県本社機能移転促進補助金交付要綱（以下この様式において「交付要綱」という。）第６条１項の規定に基づき補助事業者等として指定を受けたいので、以下のとおり申請します。
[bookmark: _Hlk221816791]　申請にあたっては、下記の事項の内容を誓約します。
□自己又は自己の団体の役員等は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団、暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者には該当しないことを誓約し、必要な場合には群馬県警察本部への照会を承諾します。
□自己又は自社の役員等及び被雇用者は、出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）による不法就労又は不法就労助長に該当する行為は行いません。

１　企業の概要
	名称
	

	本社所在地
	

	従業員数（正社員）
	人　　　　　

	業種
	

	事業概要
	（事業概要に関するパンフレット等を添付）



２　投資計画の概要
	土地所在地
	

	土地取得日
	　　　年　　　月　　　日（売買契約日又は賃貸借契約日）

	土地面積
	㎡　　　　　　　　　　

	土地取得額
	円　　　　　　　　　　

	施設予定面積
	（建築面積）　　　　　　㎡　（延床面積）　　　　　　　㎡

	着工・操業予定日
	（着工）　　年　　月　　日　　（操業）　　年　　月　　日

	雇用計画
（対象施設に係るもの）
	正社員増加予定数
	人　　　

	
	転勤予定者数
	人　　　

	
	非正規社員増加予定数
	人　　　

	
	計
	人


３　対象施設の名称及び事業内容
	施設区分
（該当項目を○で囲む）
	新設　　・　　増設

	
	事務所　・　研究所　・研修所

	施設の名称
	

	業種
（日本標準産業分類）
	中分類：
細分類：

	施設の所有者
	

	施設の操業者
	

	事業内容
	

	事業内容の説明　
	

	研究内容　
（整備する本社機能が研究開発施設の場合）
	

	投資総額
	　　　　　　　   千円

	投資内訳
	（土地）　　　 　 　千円 （建物）　　 　　　千円 
（機械設備）　　 　　　　千円



４　投資計画
	区　　　分
	規　　模
	予定工期

	土　　　地
	㎡
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	施設（建築面積）
	㎡
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	
	うち本社部門
	㎡
	－

	
	うち研究部門
	㎡
	－

	
	うち研修部門
	㎡
	－


   
５　雇用計画
	区　　　分
	操業の日を含む
事業年度（A）
	Aの翌年度
	Aの翌々年度

	正　社　員
（うち県内
新規雇用正社員）
	人
（　　　　 　　）人        
	人
（　 　　　　　）人
	人
（　　 　　　　）人

	
	転勤者
（うち県内
移住正社員）
	人
（　　　　 　　）人
	人
（　　　　 　　）人
	人
（　　　　 　　）人

	

	研　究　員
	        人
（ 　　　　　　）人
	       人
（　　　　　　 ）人
	        人
（　　　　　　 ）人

	非正規社員
	        人
	　　　　人
	　　　　人

	派遣社員数
	        人
	　　　　人
	　　　　人




６  添付書類
（１）地方活力向上地域等特定業務施設整備計画の認定通知書（移転型事業）（写）
（２）土地の登記事項証明書、土地の売買契約書（写）又は賃貸借契約書（写）
（３）対象施設の建設工事請負契約書（写）又は賃貸借契約書（写）
（４）対象施設の位置図及び平面図
（５）申請者の事業概要が分かる書面及び対象施設での事業概要が分かる書面
（６）その他、知事が必要と認める書類


様式第３号（第７条関係）

群馬県本社機能移転促進補助金補助事業者等事業計画書変更届出書


          　                                        　     令和　　年　　月　　日

　　群馬県知事  様

                                     所　在　地
                                     名　　　称
                                     代表者氏名                               
                                    （担当者名）
                                    （電話番号）


  令和　　年　　月　　日付けで申請した群馬県本社機能移転促進補助金補助事業者等事業計画書（様式第１号）を下記により変更したいので、群馬県本社機能移転促進補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。


記

１  変更理由




２  変更内容（変更する事項のみ記入すること。）




３  添付書類（事業計画内容の変更を証明する資料を添付すること。）



様式第４号（第８条関係）

群馬県本社機能移転促進補助金補助事業者等指定辞退届出書


          　                                          　   令和　　年　　月　　日

　　群馬県知事  様

                                     所　在　地
                                     名　　　称
                                     代表者氏名                               
                                    （担当者名）
                                    （電話番号）


  令和　　年　　月　　日付け　未デ第　　　－　　号で指定された群馬県本社機能移転促進補助金補助事業者等を下記の理由により辞退したいので、群馬県本社機能移転促進補助金交付要綱第８条の規定により届け出ます。

記

１  施設の名称




２  施設の所在地




３  辞退する理由




様式第５号（第９条関係）

群馬県本社機能移転促進補助金補助事業者等承継届出書


          　                                         　    令和　　年　　月　　日

　　群馬県知事  様

                                     所　在　地
                                     名　　　称
                                     代表者氏名                               


  令和　　年　　月　　日付け　未デ第　　　－　　号で指定された群馬県本社機能移転促進補助金補助事業者等について下記のとおり承継しましたので、群馬県本社機能移転促進補助金交付要綱第９条の規定により承継を証する書類を添えて届け出ます。


記

１  承継した施設の名称


２  承継した施設の所在地


３  承継年月日


４  承継の事由



５  承継後の変更事項
    ※事業計画に変更があった場合、その変更内容を記載すること。






様式第６号（第１０条関係）

群馬県本社機能移転促進補助金補助事業者等操業開始届出書

令和　　年　　月　　日

群馬県知事　様

（届出者）
所在地　
名称　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

群馬県本社機能移転促進補助金交付要綱第６条に基づき指定された対象施設について、下記のとおり事業開始したので、届け出ます。

記

１　対象施設の概要
	施設名称
	

	施設所在地
	

	主たる事業内容
※対象施設のみ
	


	敷地面積
	㎡　※用地取得型のみ記載

	建物面積
	㎡　※最新の面積を記載

	投下固定資産額
	（土地）　　　千円　（建物）　　　　千円　（機械設備）　　　　千円

	事業開始年月日
	年　　　月　　　日

	従業員数
	人　※対象施設での従業員数のみ記載　　　

	転勤者数
	人　※対象施設への転勤者数のみ記載

	新規雇用者数
	人　※対象施設新設に伴う新規雇用者数のみ記載



２　添付書類
群馬県本社機能移転促進補助金事業計画書の写し


様式第７－１号（第１１条関係）

群馬県本社機能移転促進補助金交付申請兼実績報告書（本社機能移転促進補助）


          　                                          　   令和　　年　　月　　日

　　群馬県知事  様
                                     申請者所在　
申請者名称　
代表者職氏名　     　　             　 
（担当者職氏名）　
（電話番号）　（　　　）　　－

  群馬県本社機能移転促進補助金の交付を受けたいので、群馬県本社機能移転促進補助金交付要綱第１１条第１項により、次のとおり関係書類を添えて申請します。
　申請にあたっては、下記の事項の内容を誓約します。
□自己又は自己の団体の役員等は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団、暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者には該当しないことを誓約し、必要な場合には群馬県警察本部への照会を承諾します。
□自己又は自社の役員等及び被雇用者は、出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）による不法就労又は不法就労助長に該当する行為は行いません。

１　交付申請額
	活用区分
	本社機能移転促進補助（　年目）　

	対象期間
	年　月　日　～　年　月　日

	申請額※
	円　


※本社機能移転促進補助の場合は「４　補助対象額の積算」により算出した額、雇用加算の場合は県内新規雇用正社員と県内移住正社員の合計数に100万円を乗じた額を記載すること。

２　補助対象施設　　　                 　               
	施設名称
	　

	所在地
	

	施設区分
（該当項目を○で囲む）
	新設　　・　　増設

	
	事務所　・　研究所　・研修所

	業種
（日本標準産業分類）
	中分類：
細分類：

	事業内容
（事務所での事業内容や研究開発の内容などを可能な限り詳細に記載）
	


	施設面積
	（建築面積）　　　　　　㎡
	（建物面積）　　　　　　  ㎡

	
	本社部門
	－
	（建物面積）　　　　　　  ㎡

	
	研究部門
	－
	（建物面積）　　　　　　  ㎡

	
	研修部門
	－
	（建物面積）　　　　　　  ㎡

	竣工（完成）年月日
	年　　　　月　　　　日

	操業開始年月日
	年　　　　月　　　　日



３  土地
	所在地
	　

	取得年月日（売買契約日又は賃貸借契約日）
	年　　　月　　　日　　　

	取得面積
	㎡　　　



４  補助対象額の積算（法人の県民税（法人税割）、法人の事業税（所得割））
①法人の県民税（法人税割）
	A群馬県に納めるべき法人税割の額
	円　

	B補助対象施設において
業務に従事する従業員数
	人　

	C 群馬県内の事業所において
業務に従事する従業員数
	人　

	補助額小計（A×B/C）　（千円以下切捨て）
	円　



　②法人の事業税（所得割）
	群馬県地方活力向上地域における県税の課税の特例に関する条例に基づき特別償却設備に係るものとして算出された法人の事業税所得割の額※
（千円以下切捨て）
	円　


　　※「課税特例申請額の計算書」における不均一課税適用を受ける額を記載

　③合計
	①+②
	円　





５  雇用状況  ※対象施設について記載のこと                                         
	区　　分
	補助指定時（Ａ）
	実績報告時（Ｂ）
	増員数（B-A）

	正　社　員
	人
	人
	人

	
	うち転勤者
	人
	人
	人

	
	うち研究員
	人
	人
	人

	非正規社員
	人
	人
	人

	派遣社員
	人
	人
	人

	計
	人
	人
	人



６　添付書類
（１）商業登記事項証明書
（２）直近の事業年度の事業報告書及び決算書
（３）土地及び建物の登記事項証明書
（４）補助対象施設の位置図及び平面図
（５）法人の県民税・事業税申告書、法人の事業税の課税の特例に関する申請書、課税の特例申請額の計算書及び課税の特例の基礎数値計算書
（６）行政県税事務所長が発行する県税に滞納がないことを証明する納税証明書（県内に拠点を設けていない場合は直近事業年度の法人税の納税証明書）
（７）その他、知事が必要と認める書類









様式第７-２号（第１１条関係）

群馬県本社機能移転促進補助金交付申請兼実績報告書（雇用加算）


          　                                          　   令和　　年　　月　　日

　　群馬県知事  様
                                     申請者所在　
申請者名称　
代表者職氏名　     　　             　 
（担当者職氏名）　
（電話番号）　（　　　）　　－

群馬県本社機能移転促進補助金の交付を受けたいので、群馬県本社機能移転促進補助金交付要綱第１１条第２項により、次のとおり関係書類を添えて申請します。
　申請にあたっては、下記の事項の内容を誓約します。
□自己又は自己の団体の役員等は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団、暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者には該当しないことを誓約し、必要な場合には群馬県警察本部への照会を承諾します。
□自己又は自社の役員等及び被雇用者は、出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）による不法就労又は不法就労助長に該当する行為は行いません。

１　申請区分及び交付申請額
	申請区分
	雇用加算

	申請額※
	円　

	対象者数
	人　


　　※県内新規雇用正社員及び県内移住正社員の合計人数に100万円を乗じた額。
２　補助対象施設　　　                 　               
	施設名称
	

	所在地
	

	施設区分
（該当項目を○で囲む）
	新設　　・　　増設

	
	事務所　・　研究所　・研修所

	業種
（日本標準産業分類）
	中分類：
細分類：

	事業内容
（事務所での事業内容や研究開発の内容などを可能な限り詳細に記載）


	


	施設面積
	（建築面積）　　　　　　㎡
	（延床面積）　　　　　　  ㎡

	
	本社部門
	－
	（延床面積）　　　　　　  ㎡

	
	研究部門
	－
	（延床面積）　　　　　　  ㎡

	
	研修部門
	－
	（延床面積）　　　　　　  ㎡

	竣工（完成）年月日
	年　　　　月　　　　日

	操業開始年月日
	年　　　　月　　　　日



３  雇用状況  ※対象施設について記載のこと                                         
	区　　分
	補助指定時
	操業開始時
	操業の日を含む事業年度の
開始の日から３年を経過する日

	正　社　員
	人
	人
	人

	うち県内新規雇用正社員
	人
	人
	人

	うち県内移住正社員
	人
	人
	人

	非正規社員
	人
	人
	人

	計
	人
	人
	人



４　県内新規雇用正社員名簿　
※補助対象施設で勤務する正社員のうち、補助対象施設の設置にあたり新規に採用した県内に住所を有する者で、第11条に規定する申請日において3か月以上勤務している者を記載。
	No
	氏　　名
	年齢
	住所（市町村名）
	雇用年月日
	担当業務

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	


※１…新卒者は氏名の後に「（新卒）」と記載のこと。
※２…必要に応じて適宜行数を増やすこと

５　県内移住正社員名簿　
※補助対象施設で勤務する正社員のうち、補助対象施設の設置にあたり、新たに群馬県に住所を有し、第11条に規定する申請日において3か月以上経過している者を記載。
	No
	氏　　名
	年齢
	住所（市町村名）
	雇用年月日
	担当業務

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	


※１…新卒者は氏名の後に「（新卒）」と記載のこと。
※２…必要に応じて適宜行数を増やすこと


６　添付書類
（１）商業登記事項証明書
（２）直近の事業年度の事業報告書及び決算書
（３）行政県税事務所長が発行する県税に滞納がないことを証明する納税証明書（県内に拠点を設けていない場合は直近事業年度の法人税の納税証明書）
（４）県内新規雇用正社員の雇用保険被保険者証の写し及び当該職員が在職することを証する書類（労働者名簿等）
（５）県内移住正社員の雇用保険被保険者証の写し、当該職員が在職することを証する書類（労働者名簿等）及び住民票
（６）その他、知事が必要と認める書類



様式第８号（第１１条関係）

群馬県本社機能移転促進補助金税負担不発生届出書


          　                                          　   令和　　年　　月　　日

　　群馬県知事  様

                                     所　在　地
                                     名　　　称
                                     代表者氏名                               
                                    （担当者名）
                                    （電話番号）


  令和　　年　　月　　日付け　未デ第　　　－　　号で指定された群馬県本社機能移転促進補助金について、下記のとおり、補助対象となる税負担が発生しないため、群馬県本社機能移転促進補助金交付要綱第１１条第３項の規定により届け出ます。

記

１  対象事業年度　令和　年　月　日　～　令和　年　月　日　（　年目）



２  補助対象税負担　０円



３  ２が発生しない理由

４　添付書類
（１）直近事業年度の事業報告書及び決算書
（２）法人の県民税・事業税申告書


様式第１０号（第１３条関係）

群馬県本社機能移転促進補助金交付請求書


    　      　                                             令和　　年　　月　　日

群馬県知事  様

                                     所　在　地
                                     名　　　称
                                     代表者氏名                               


  令和　　年　　月　　日付け群馬県指令未デ第　　　－　　号で補助金の交付決定を受けた群馬県本社機能移転促進補助金を下記のとおり交付されるよう請求します。


記


１  補助金の交付請求額  　金　　　　　　　　　　　　　円

２　交付区分

３  振込先    金融機関名


                          支　店　名	


                          口座種別    普　通　・　当　座


                          口座番号


                          (ﾌﾘｶﾞﾅ)
                          口座名義人


様式第１１号（第１４条関係）

群馬県本社機能移転促進補助金交付事業に係る状況報告書

令和　　年　　月　　日

群馬県知事　様
（報告者）
所在地　　
名称　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　

群馬県本社機能移転促進補助金交付要綱第１２条に基づき交付決定を受けた対象施設について、同要綱第１４条第２項に基づき、下記のとおり令和　　年１０月１日時点での事業状況を報告します。

記

１　事業状況
別添事業報告書及び決算書のとおり

２　雇用状況
	区　　　　　分
	従業員数

	 補助対象施設における交付申請時点の従業員数（正社員）
	人　

	 補助対象施設における現在の従業員（正社員）
	人　

	　 その他の従業員の状況　非正規従業員数　　　　　　　　　人
　　 　　　　　　　　　　派遣労働者数　　　　　　　　　　人
	

	 現在と交付申請時点の従業員（正社員）との増減数
	人　


※補助対象施設での従業員数（正社員）が、交付申請時を下回っている場合、その理由と今後の対応を記入してください。

理　　　由




今後の対応



３　添付書類
直近事業年度の事業報告書及び決算書

様式第１２号（第１４条関係）

群馬県本社機能移転促進補助金対象施設事業休止（廃止）届出書

令和　　年　　月　　日

群馬県知事　様

（申請者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

下記のとおり補助対象施設の事業を休止（廃止）する予定ですので、群馬県本社機能移転促進補助金交付要綱第１４条第４項に基づき届け出ます。

記

１　名称・所在地
（１）名　称

（２）所在地


２　事業内容　※対象施設での事業内容を具体的に記載のこと



３　休止（廃止）の概要　
1. 予定日


1. 理由　※経緯等も含めて時系列で具体的に記載のこと


1. 雇用状況　※事業の休止（廃止）に伴う対象施設での従業員の状況を具体的に記載のこと　　



４　その他
群馬県本社機能移転促進補助金交付決定兼確定通知書（様式第８号）の写しを添付のこと

